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「知の言語の在り方を二 専門知識の一方的伝達という車デルから出発して   
考えるのではなく，行為する知というモデルから出発して考えること。知と   
は行為なのであり，その行為は，必然的に他者とのコミュニケーション，新   
しい認識のクリエーション，そして不公正さへのクリティックなどを含意し   
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れノ 基礎科臥】総合科目，主題科目の三つに再編成された。文科系の基礎科目  




・基礎演習   
・スポーツ・身体運動  
見られるとおり，’問題の基礎演習が登場してきたのはこの基礎科目の⊥環と  
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よう（2）。近年における学術研究の進展や急速を技術革新，社会経済の高度化・  
複雑化，情報化等の変化に伴う大学院の役割の増大とは，大学審の認識に′よれ  
ば次のようなものである。   
① 創造的・先駆的な学術研究の推進とこれを通じての国際的貢献  
（診 創造性豊かな優れた研究者の養成 
③ 高度な専門的知識・能力を持つ職業人の養成と再教育  
④ 国際化の進展に対応する教育・学術研究面における′国際交流の推進   
しかしながら，わが国の大学院は，以下の諸点において問題を抱えている。  
（D・教員組織，設備施設としての未成熟   
② とくに社会人に対する再教育や留学生の教育に対する教育課程や研究指  
導の問題   
③ 教育研究経費，施設設備の立ち遅れ   
④ 大学院の規模の小ささ，・理工系を除いた分野での社会的評価の低さ，等   
これらの問題点に対処するため，大学審が答申している大学院の質的・量的  
整備の方策としては以下のものが挙げられる。  
（D 大学院の教育研究組織の整備  
（多 大学院生の処遇の改善  
（卦 留学生の教育体制の整備   
④ 大学院の量的整備  





90年慶  大学数32  研究科数39  専攻科数129   
94年度  大学数92． 研究科数149  専攻科数413  
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次に，夜間大学院の推移である。   
90年度  大学数3  研究科数4  専攻科数6   
94年慶  大学数10  研究科数14  専攻科数18   
続いて，大学院における社会人の受け入れ状況の推移は次のとお一りである。   
修士課程  87年度  815名  博士課程  87年度 148名  
94年度 3，298名  94年度1，343名   
大学院の改革の実体についてはあとでまた触れることにするが，すくなくと  


















213   
文化論集第12号  26   
章・総則から第13章・雑則まで，以下のような構成で組まれていた。   
第1章 総則   
第2章 学部   
第2章の2 学部以外の基本組織 
第3章 学科目制，講座制および教員組織   
第4章 教員の資格   
第5章 学生定員   
第6章 授業科目 
第7章 ■単位   
第8章 授業   
第9学 卒業の要件および学士  
第10章 校地，校舎等の施設   
第11章、設備および施設   
第12章 事務組織等   
第13章 雑則  
改定後はこれらがそれぞれ，次のように変わった。   
第1章、総則   
第2章．教育研究上の基本組織   
第3章 教員組織 
第4章 教員の資格   
第5章 収容定員   
第6章 教育課程   
第7章．■卒業の要件等   
第一8章∴校地，一校舎等の施設および施設   
第9章 事務組織等   
第10章 雑則  
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全体的に13章から10章へと簡略化されたことがまず一目瞭然であり，それだ  
けでもこの設置基準の改訂が，いわゆる大綱化＝自由化を目的としたことが理  




1．大学による自己評価を取り入れたこと。   
2．学部の種類，・専攻課程についての規程を削除すること。   
3．学科目制，講座制，及び講座外授業の担当教員に関する規定を整理，な   
いしは削除すること。専任教員数の算定方式を，入学定見に基づくものか  
らi収容定員に基づくものに改めること。兼任教員の合計数は全教員の二   
分の－を超えないとする規定を削除すること。   
4．教授・助教授の資格として，教育研究上の能力があると認められるもの  
とすること，という規定を付け加えること。   
5．′‘「学生定員」を「収容定員」に改めることb   
6．授業科目に関する規定を削除すること。   





l、－ について，自己評価を導入．したのは「今回の大学設置基準の大綱化によ  
る制度の弾力化の主旨を生かし，大学自らがその教育研究の改善に努力を行っ  
ていくため」である。   
2．学部の種類の例示を削除したのは「学部教育の多様な展開を図るため」  
であり，学科または課程に専攻課程を設ける首の規定を廃止したのは，「各大  
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・経済構造の変動，技術革新の加速化 国民の価値観の多様化 女性の社会   
参加の拡大など，近年急激に変化しつつある社会め諸情勢に対応しうる能   
力と，未知の分野を開拓していく創造性にあふれた人材の養成の必要性。  
・情報化に伴い，より、多くの良質の知識を獲得しようとする欲求への対応。   
生涯を通じた継続的な学習や，生活の質的向上を図るような学習の必要性。  
・一グ自エバリゼーションの進展に伴い，■国際的に通用する教育システムを確   
立すること，・留学生交流や学術研究の再交流を拡大すること；そして，国  
際社会で活躍しうる人材を育成することの必要性。  
・18才人ロめ急減に対する対処の必要性。   
このような観点に立って大学審は，高等教育改革に当たっての基本的スタン  
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「国は，このような各高等機関の自由で多様な発展に向けての取り組みを   
奨励支援する観点から，カリキュラムや教育組織の柔軟な設計等を可能にす   
るための大学設置基準の大綱化など制度上の措置を講ずるとともに，公費財  
政支出め一層の充実により基盤的整備を図り，その際，l必要に応じ重点配分   
を行うなど適切な財政上の措置を講ずる必要がある。」   
一見穏やかな（そして例によって読みにくい）文言であるが，「必要に応じ  
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あまりにもきれいごとに過ぎるだろう。18才人口の激減期（大学にとっての，  
いわゆる氷河期）においては，「各高等教育機関が，それぞれの理念・目標に  
基」づいて教育活動を展開することは，・不可能に近くなってしまっており，む   
しろ各高等教育機関が，おのれの限界に見合った教育内容の再整備を余儀なく   
されている，というのが実情に近い。極端に言えば，各機関はおのれの理念・   






「大学院の教育研究の一層の高度化を促進するため，卓越した教育研究業   
績をあげることが期待される大学院や教育研究上の新しい試みに意欲的に取   
り組もうとしている大学院については，、客観的で公正評価を行うための適切   
な仕組みを工夫し，そのよう’な評価を踏まえて，重点的な整備を行っていく   
必要がある。将来的には，各学問分野ごとに世界的水準の教育研究の拠点   
（センター・オブ・エクセレンス）となるような高等教育機関を育成してい   
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う。  
「一部の大学では大学院重点化ということが行われまして，そこで予算な   
どはかなり増額するということは確かにありましたけども，そのあと大学院   
拡充策に乗づて大学院をつくったとこえは，私の大学もそうなんですけれど   
も，いずれも修士課程どまりで，この修士課程でいったい何をやって，卒業   
生をどうするのかということについては全く見通しが立たない。  
自分のところの大学の恥をさらすようですけれども，私の大学は大学院の   
入学試験をやるときに就職の世話ほしません，研究者になろうとは思わない   




① 大学院の概観  
（参 求められている高度職業人養成   
③ 大学院選任の教職員をおいている割合は低い   
④ オーバー・、ドクターは増えている   
⑤ 大学院生の研究条件はよくなっていない  
（む 高まる社会人への大学院教育養成に応えて   
⑦増大しつつある昼夜兼行制・昼夜開講制   
⑧ 留学生への大学院教育は進んでいるか   
⑨ 高度職業人教育の養成に応えきれているか。増えている学位授与者   
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についてはゝ 最後にまた触れることにしよう。   






（授業科目の基準）   
第18条 大学は，この章で定める記事準に従って授業科目を開設するものと   
する。   
（授業科目の区分）   
第19条 大学で開設すべき授業科目は，その内容により，一般教育科月，外   
国語科臥 保健体育科目及び専門教育科目に分ける。   
2 前項に規定するもののほか，教育上必要があるときには，専門教育の基   
礎となる授業科月として，基礎教育科目を置くことができる。   
（一般教育科目）   
第20条 大学は，一般教育科目に関する授業科目を1人文，社会及び自然の三   
分野にわたって開設するものとする。   
2 前項の授業科目は，一の学問分野に関するものまたは特定の主題を教授  
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するため二以上の学問分野の内容を総合したものとする。  
（外国語科目）   
第21条   
大学は，外国語科目に関する授業科目として二以上の外国語の科目を開設す   
るもの七する。ただし，■学部及び学科の種類により特別の事情があるときは，   
一の外国語の科目とすることができる。   
第22粂・保健体育科目，第23条・専門教育科目，第24条・授業科目の区分に   
関する履修上の特例，は省略。   
結論的に言って，いま挙げた条項は，新設置基準においてそのすべてが削除  
された。代りに現われた条項については，すぐあとで述べることにしよう。   
旧設置基準では，以上の授業科目の制限に加えて，単位数までが「卒業の要  
件」として厳密に規定されていた。第32条だけを引用してみる。   
第32条 卒業の要件は，大学で四年以上在学し，次の各号に定める単位を含   
め124単位以上を習得することとする。   
一 一般教育科目については，人文，社会及び自然の三分野にわたり36単位   
二 外国語科目については，一の外国語の科目8単位   
三 保健体育科目については，講義及び実技4単位   
四 専門教育科目については76単位   
新設置基準では，上の条項は「卒業の要件は，大学で四年以上在学し124単  





の点では大学審の意向が効を奏したかに見える。   
七かしここにおいても，建て前こと本音との相違に着目して実態を考察しなけ  
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・1880軋「改正教育令」。国家の責任による中央集権的な教育体制への全面   
復帰。以後，国家体制の一部として教育のドイツ化が急速に進行してゆく  
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「国家主義，軍国主義が教育の世界に浸透し，アメリカが敵国とな′りつつ   
あった時代にも，一日本のアメリカの教育への関心は薄れなかった。『中心』   
としてのヨ一日ッパモデルに近代学枚教育制度の確立と発展を図ってきた日   
本は，1930年代に入る頃には，中等教育と高等教育のレベルで，量的にヨー   
ロッパ諸国を上回る水準に達した。そのとき日本は教育の『大衆化』の先頭   
を走るアメリカに，ヨーロッパには求めることのできない，もう一つの教育   
発展のモデルを『発見』することになったのである。第二次世界大戦は，そ   
の新しいモデル，ある新しい『中心』への関心に，一時的にブレーキをかけ   









年間に一般教育が実施され，あとの二年間に専門教育が実施されるという，完   
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全輪切り型の編成に変化した。ここに，本来のドイツ型ともアメリカ型とも異  












次のような条文がありながら以上のような事態が進行してしまったのである。   
「教育課程の編成に当たっては，大学は，学部等の専攻に係る、専門の学芸   
を教授するとともに，幅広く深い教養及び総合的な判断力を培い，豊かな人   
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首相の施策について述べることはここでは控えておいて，臨教審の最終答申に  
歩を進めよう。参考のため，その全目次を掲げておく。   
はじめに  
第1章 教育改革の必要性   
一一改革の時代的要請   
（1）成熟化の進展   
（2）科学技術の進展   
（3）国際化の進展   
二 ■教育の歴史と現状   
三 教育の基本的在り方  
第2章 教育改革の視点   
一 個性重視の原則   
二一 生涯学習体系への移行   
三 変化への対応   
（1）国際社会への貢献   
（2）′情報社会への対応  
第3章 改革のための具体的方策   
第1節 生涯学習体制の整備   
第2節 高等教育の多様化と改革   
第3節 初等中等教育の充実と改革   
第4節 国際化への対応のための改革   
第5節 情報化べの対応のための改革   
策6節 教育行財政の改革  
第4章 文数行政，入学時期に関する提言   
第1節 文数行政  
第2節 入学時期  
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るさまざまな状況も答申は記述している。   
しかしここでは，われわれの関心である高等教育の改革にまず焦点を合わせ  
てみることにしよう。「教育の歴史と現状」の項目では，高等教育を改革する  
必要性としてつぎの要因が挙げられている。   
「大学教育が個性的でなく，また，教育研究には国際的に評価されるもの   
が多くないこと。学術研究は，従来ともすれば科学の応用とその技術化に関   
心が傾き，’世界的視野でみれば純粋の科学や基礎的な研究への寄与に乏し   
かったこと。大学は概して閉鎖的であり，社会的および国際的要請に充分こ   
たえていないこと。」   
これらの要因を，没個性，非国際性，閉鎖性，没社会性，基礎研究の欠如，  
とまとめておこう。そして，これらに対する「処方箋」は以下のとおりである。   
一 高等教育の個性化・・高度化   
（1）大学教育の充実と個性化   
（2）高等教育機関の多様化と連携 
（3）大学院の飛躍的充実と改革  
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（4）大学の評価と大学情報の公開   
二 大学入学選抜制度の改革   
三 大学入学資格の自由化・弾力化   
四 学術研究の積極的振興   
（1）大学における基礎的研究の推進   
（2）大学と社会の連携の強化   
（3）学術の国際交流の推進   
五 ユニバーシティ・カウンシル（大学審議会一仮称）の創設   
大 高等教育財政   
七 大学の組織と運営   
（1）大学における自主・・自律の確立   
（2）教貞と職員   
（3）開かれた大学   
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れられていたのである。   
驚きはそれにはとどまらない。高等教育をめぐる改革の必要性が謳われ始め  
たのは，すでに第一次答申（1985年）以来である。われわれの文脈からして興  
味深い一項目だけ引用しておこう。   
「また・，開かれた高等教育機関の多様化・個性化を推進するに当たって， 
大学人学者選抜制度の改革とともに，高等教育の水準を高め，『一般教育』   
および『専門教育』の在り方を見直すことが重要であーる。」  
この文は，第2次答申（1986年）では，量的にも内容的にもはるかに拡大して  
いる。   
「これまでの我が国の一般教育は，理念においても，内容にごおいても充分   
であるとはいえず，しばしば一般教育無用論すら聞かれる。芋般教育の在り   
方についてより踏み込んだ研究が必要である。（‥＝‥）′一般教育と専門教育   
を相対立するものとしてとらえる通念を打破し，両者を密接に結び付け，学   
部数育としての整合性を図るとともに，「高等学校教育との関連や接続に十分   
配慮しなければならない。ま・た，人文・社会・自然の三分野の均等な履修に   
機械的に固執することなく，学際的学習等も加えた積極的なカリキュラムを   
構成することが重要である。（‥∴‥）さらに，一般教育を担当する教員組織   
の区分や構成についても，教養部等の見直しを含め，適切な措置を講ずる必   
要がある」   
「教養部等の見直しを含め」という一文に着日していただきたい。・専門と教  
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きたと言ってもよいのである。   
97年11月30日の朝日新聞朝刊の経済面は，「最先端技術が新基準に 通産  
F護送船団』を解体」という見出しのもとに次のような記事を載せている。   
．「温室効果ガスのひとつ，二酸化炭素の排出量を削減するため，通産省は，   
これまで各業界の平均値をもとに定めていた工業製品の省エネ基準を，業界   
の最先端技術に合わせることにした。従来，後継企業もついてこられる r護   
送船団J型だった産業政策を，転換したわけだ。こうした Fトップラン   
ナー』方式によって，企業側は，ビジネスチャンスと期待する企業と，開発   







230   






・大衆化時代の新しい大学像を求めて一学ぶ意欲と能力に応える改革を一   
（94年4ノJ，経済同友会）  












「我が国は，グローバル化，ボーダレス化と国際的な経済競争の激化，史   
上例を見ない速度で進行している人口の高齢化等により，産業の空洞化，社   
会の活力の喪失，生活水準の低下等の危機的事態に直面することになるので   
はないかと強く懸念されている。また，我が国国民を含む人類の未来には，   
地球環境問題，食糧問題，エネルギー・資源問題等地球規模の諸問題が大き   
く立ちはだかっている。」   
また一方，日本の科学技術の現状を見ると，研究開発投資は1992年度から3  
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うな現状に対応する施策として列挙されている主なものをまとめてみれば，次   
のようになる。   
















・外部有識者の意見の聴取等による評価の導入   
これらの施策の，さらに具体的な内容に踏み込むことはしないが，・臨教審答  
申で謳われた方針が，よりいっそう組織的に展開されていることは明らかであ  
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（む 高度情報化に対応しつつ，研究の高度化を図るため，大学院最先端装置，  
学内LAN装置，情報処理関係設備など研究装置及び設備への補充を拡大  
する。   
② 私立大学経常補助金について，研究機能強化のための助成の充実と重点  
的配分を凶る。   
③ 私立大学ハイテク・リサーチ・センター整備事業を推進するなど中核的  
な研究組織に対する支援を行い，社会的要請の強い研究プロジェクトの推  
進を図る。   
④ 学校法人について，多様な民間資金の導入を促進するための所要の条件  







r卓越した研究組織山 を対象とする「学術フロンティア推進事業」が新たに  
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に述べている。   
「研究を進めるうえで，大学のいまの経営状況は非常に悪化していると思  
います。すると；外部資金の活用を図らなければなりません。政府の機関か   
らの資金の導入もさることながら，民間資金の導入も図っていかなければな   
らないとしたとき，産学連携が出てくるわけです。（……）  
企業の本音は，かなり厳しいものだと思います。大学に有為な研究者がい   
ることは認めており，有為な活動をしていることも認めていますが；現時点   
では大学のポテンシャルにあまり期待していない。（……）  
産業界と連携するとはいったいどういうことかというと，大学のなかにビ   
ジネスのルールを持ち込むということです。大学が産業界へ出ていく七いう   
よりも，産業界が大学に入ってくるようなものです。いろいろなビジネスの   
ルールを大学側として受け入れかナればならない事態になってきます。ここ   
は大学側と．して，非常に難しいところです。本来の大学の業務とは一体どう   
いうものかということと産業界のルールを受け入れるということは，なかな   
か相容れないところです。いったいそれをどこまで大学側として受け入れる   
のかという線引きをし，大学側として意志決定しかナれば，なかなか進んで   
いかない事態です。」（6）   
これは相当に思いきった発言である。企業は大学のポテンシャルにあまり期  
待していないから，産業界の論理をもって大学に参入してゆくが，大学側とし  
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96年4月30日，朝刊）。   
「主として応用研究・開発研究の重要性を強調する議論が展開され，しか   
も短期間で成果を得ようとすることが懸念されることである。このような   
『すぐに役立つ研究』の偏重は基本法にうたわれている『創造』の理念を大   
きく損ないかねない。（……）『すぐに役立つ研究』は国が基本法を作って振   
興を図るまでもなく，世界の水準を突破した日本の民間企業なら自力で遂行   
できる。国が基本法で推進する必要があるのは，民間企業では採算がとれず，   
見通しもつかない『すぐには役立たない研究』・であるム」  
また，山口大学学長・広中平祐も次のような見解を表明している。   
「大学教育が効果を発揮するのは三十年先である。三十年先の社会を動か   
す人材を育成しているのが大学である。学生を教育するということ、，また研   
究者を育てるということはどういう作業か。このことを知らない人がビジネ   
スの世界の改革のように，有無を言わせず外から強制的に変えていくとすれ  
ば，それは三十年先にひどい結果を生むことになろう。大学改革は，ビジネ   
スとは異なる手法で，適当なスピードで慎重かつ着実に進める必要がある。」   
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「教養教育の解体は，戦後米国から輸入した一般教育の思想が根付かずに   
空洞化して必然的に生じた要素があるが，行政の指導で進められた大学改革   
が∫『専門教育強化』の側面でもっばら理解されてきた事情も大きくかかわっ   
ている。（……）  
外国語とコンピュータのリテラシー を除けば，教養教育は専門重視の大波   
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研究者養成  0  
教育者養成  0  
資格者養成  1  
企業人養成  0  
社会人養成 18  
教養人養成  20  
知識人養成 14  
自由人養成 10   
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大教授の高田康成は，いささか誇らしげにこう書いている。   
「いわゆる『大綱化』に伴い，全国の国立大学の『教養部』が次々に改組，   
解体し，ひたすら学部化してい．くという現象が見られる。∵東京大学教養学部   
もまた，自身専門学部であることから，時流に乗って『一般教養』を単に廃   
止するという安易な方途を選ぶことができなかったわけではない。しかし，  
238   
大学間題を考える  51   
我々はそのような選択を断固拒否し，逆に全学的合意を得て，前期課程にお   
ける新しいカリキュラムを創出したのであった云そしてそのカリキュラムは，   
全く意図せずして，広く社会的承認を獲得してしまった。狭い領域での風潮   
に反する行動が，逆に広い社会的思潮の要請にこたえる結果となったのであ   
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なるだろう。   
しかし実は，国が後者の目標を本気で追及しようとするなどあり‘ぇないこと  
である。政治改革はさておいても経済課題（不況問題）を政府の第一目標とす  
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たのである・。   
その意味では，バブル期以前に画策された臨教審の方針がそのまま継承され  
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りえないからである。経済にしても教育にしても，それを活性化させるのは必   
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を引用しておこう。   
「社会は大学に対する投資を大幅に増やすべきである云経費も公共投資も   
助成金も寄付の免税もまた私学への減税も大幅に増額すべきであるd 
⊥方大学はこれらの資金が研究と教育の改善に有効に使われるよう，自ら  
243   
文化論集第12号   56  
を厳しく律するべきである。教員は研究や教育に十分成果を上げているか。   
施設・設備の無駄はないか。．大学の組織としての意思決定が適切に行われて   
いるか。執行はどうか。社会のニーズの変化に大学は的確に対応しているか。   
大学は自己評価によって自らを厳しく点検すべきであるが，第三者機関に   
よってそれが客観的に承認されるような制度が必要である。  
教貞の給与を引き上げ，良い人材を集めることも重要である。同時に評価   












大学長の蓮見重彦は次のように書いている。   
「『改革』に対しで慎重たらざるをえない理由が存在する。．それは，『改   
革』一という青葉そのものが，しばしば貧しい思考停止を誘いがちだという理  
由であるム．実際，昨今のメディアに流通している「改革」の一語は，『変わ   
る』ことのみが緊急の課題であるかのような論調をいたるところに煽り立て   
ている。・そこでは，『改革』がほとんど前提を欠・いた至上命題とみなされ，   
変化の実質的な意味を？きつめようとする『知性』■の働きなどあっさり放棄   
されてしまう。変化の実質的な意味をつきつめようとする義務の意識ばかり  
244   
大学間題を考える  57   
が概念の領域でいたずらに肥大化し，それが思考の大がかりな収縮を導きだ   
すことになるからである。（……）考えてみるまでもなく，『変わる』土とは，   
『知性』 
ともなく響いてくる声にうながされた『改革』が，とうてい創造附な変化の   














（2）高等教育研究会編「大学の多様な発展を目指してⅢj p．53  
（3）高等教育研究会編F大学の多様な発展を目指してⅣj、p．264  
（4）リヽ千代国際大学教授・浜林正夫。束京高等教育研究所鼠「大学改革双書」3（緊急シンポジ   






（1〔ゆ 朝日新聞，97年12月22日朝刊，教育欄の次の記事が参考になる。  
「約二十年前の，調回目の指導要領改訂では，Fゆとりと充実』を掲げ，授業時数を従来より  
245   
文化論集第12号   58  
一割程度減らした。  
時数カットで浮いた分をどう使うか。各学校の裁量にゆだねられたのに，当の学校サイドから，   
国の方で基車を示してほしい，との要望が出された。当時の教育森程審議会長，高村象平さんが   
F何でも文部省にきかなければ出来ないように，よくしつけたJと皮肉ったとの話が残っている。   
文部省，教委の支持を待ち，それがなければ校長会などの取り決めを待ち，それもなければ先   
進校の例をまねる。   
早大教授の下村哲夫さんはこうした風潮をrみな同じJ主義と呼んでいる。外と内からの規制。   
F今後も大きくほ変わらないでしょう。教育改革が，学校の側からなかなか盛り上がらないのと   
相通じる面がありますJ」（傍点は引用者）  
仙 文部省編「文部時報」1994年10月号，p．21  



















吉田和男 F行革と規制緩和の経済学1講談社現代新着ト1995年  
・協同著作  
AG企画研究所編F大学革命』エー・ジー出版，1997年  
東京大学編r東京大学 現状と課題1』東京大学出版会，1992年  












大阪敏明，岡村遼司，早川弘道編F大学改革一早稲田は探求する』労働句法社，1994年   
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